
規 則

�愛媛県規則第４２号
愛媛県中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和２年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則

愛媛県中小企業高度化資金貸付規則（昭和３１年愛媛県規則第６２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県
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改 正 後 改 正 前

別表第２（第３条―第５条関係） 別表第２（第３条―第５条関係）

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

１ 経

営革

新計

画承

認グ

ルー

プ資

金

経営革新計画

承認グループ事

業を実施する中

小企業者（中小

企業等経営強化

法（平成１１年法

律第１８号）第２

条第１項に規定

する中小企業者

経営革

新計画承

認グルー

プ事業の

用に供す

る土地、

建物（関

連施設を

含む。以

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

年０．３５パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

若しくは緊

急健康被害

等防止貸付

又は次のい

ずれかに該

省

略

１ 経

営革

新計

画承

認グ

ルー

プ資

金

経営革新計画

承認グループ事

業を実施する中

小企業者（中小

企業等経営強化

法（平成１１年法

律第１８号）第２

条第１項に規定

する中小企業者

経営革

新計画承

認グルー

プ事業の

用に供す

る土地、

建物（関

連施設を

含む。以

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

年０．４５パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

若しくは緊

急健康被害

等防止貸付

又は次のい

ずれかに該

省

略

毎週（火・金）曜日発行 第１１７号 令和２年６月２６日

令和２年６月２６日金曜日 第１１７号

愛 媛 県 報

４８５



附 則

この規則は、公布の日から施行する。

をいう。）及び

組合等（同条第

６項に規定する

組合等をいう。）

下同じ。）

、構築物

（関連施

設を含む

。以下同

じ。）又

は設備

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

当する場合

については、

無利子とす

る。

ア～ウ 省

略

をいう。）及び

組合等（同条第

６項に規定する

組合等をいう。）

下同じ。）

、構築物

（関連施

設を含む

。以下同

じ。）又

は設備

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

当する場合

については、

無利子とす

る。

ア～ウ 省

略

２ 省

略

２ 省

略

３ 下

請振

興事

業計

画承

認グ

ルー

プ資

金

下請振興事業

計画承認グルー

プ事業を実施す

る特定下請組合

等（下請中小企

業振興法（昭和

４５年法 律 第１４５

号）第５条第１

項に規定する特

定下請組合等を

いう。）

下請振

興事業計

画承認グ

ループ事

業の用に

供する土

地、建物、

構築物又

は設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．３５パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

若しくは緊

急健康被害

等防止貸付

又は次のい

ずれかに該

当する場合

については、

無利子とす

る。

ア～ウ 省

略

省

略

３ 下

請振

興事

業計

画承

認グ

ルー

プ資

金

下請振興事業

計画承認グルー

プ事業を実施す

る特定下請組合

等（下請中小企

業振興法（昭和

４５年法 律 第１４５

号）第５条第１

項に規定する特

定下請組合等を

いう。）

下請振

興事業計

画承認グ

ループ事

業の用に

供する土

地、建物、

構築物又

は設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．４５パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

若しくは緊

急健康被害

等防止貸付

又は次のい

ずれかに該

当する場合

については、

無利子とす

る。

ア～ウ 省

略

省

略

４～１０

省略

４～１０

省略

別表第４（第３条―第５条関係） 別表第４（第３条―第５条関係）

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

１ 地

域産

業創

造基

盤整

備活

性化

資金

特定会社、一

般社団法人等、

商工会等又は市

町（地域産業創

造基盤整備事業

を行つたものに

限る。）

地域産

業創造基

盤整備活

性化事業

の用に供

する土地、

建物、構

築物又は

設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．３５パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

及び緊急健

康被害等防

止貸付につ

いては、無

利 子 と す

る。

省

略

１ 地

域産

業創

造基

盤整

備活

性化

資金

特定会社、一

般社団法人等、

商工会等又は市

町（地域産業創

造基盤整備事業

を行つたものに

限る。）

地域産

業創造基

盤整備活

性化事業

の用に供

する土地、

建物、構

築物又は

設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．４５パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

及び緊急健

康被害等防

止貸付につ

いては、無

利 子 と す

る。

省

略

２ 省

略

２ 省

略

愛 媛 県 報令和２年６月２６日 第１１７号

４８６



告 示
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�愛媛県告示第７２９号
自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第１１７条第１項及び第１１８条の規定に基づき、陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊の自衛官

候補生の採用試験の試験期日、試験場の位置及び名称並びに担当区域を次のとおり定める。

令和２年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７３０号
自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第１１７条第１項及び第１１８条の規定に基づき、陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊の自衛官

候補生の採用試験の試験期日、試験場の位置及び名称並びに担当区域を次のとおり定める。

令和２年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７３１号
自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第１１７条第１項及び第１１８条の規定に基づき、陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊の自衛官

候補生の採用試験の試験期日、試験場の位置及び名称並びに担当区域を次のとおり定める。

令和２年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７３２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

令和２年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

試 験 期 日 試 験 場 の 位 置 試 験 場 の 名 称 担 当 区 域

（男子）

令和２年７月１９日（日）
松山市南梅本町乙１１５番地 陸上自衛隊松山駐屯地 県内全域

（女子）

令和２年７月１９日（日）
松山市南梅本町乙１１５番地 陸上自衛隊松山駐屯地 県内全域

試 験 期 日 試 験 場 の 位 置 試 験 場 の 名 称 担 当 区 域

（男子）

令和２年８月２２日（土）
松山市南梅本町乙１１５番地 陸上自衛隊松山駐屯地 県内全域

（女子）

令和２年８月２２日（土）
松山市南梅本町乙１１５番地 陸上自衛隊松山駐屯地 県内全域

試 験 期 日 試 験 場 の 位 置 試 験 場 の 名 称 担 当 区 域

（男子）

令和２年９月１９日（土）
松山市南梅本町乙１１５番地 陸上自衛隊松山駐屯地 県内全域

（女子）

令和２年９月１９日（土）
松山市南梅本町乙１１５番地 陸上自衛隊松山駐屯地 県内全域

愛 媛 県 報令和２年６月２６日 第１１７号

４８７
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大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

平田ショッピングセンタ
ー敷地Ａ

松山市平田町１６２番
地１ 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者の氏名

ＤＣＭダイキ株式会
社
代表取締役
小島 正之

ＤＣＭダイキ株式会
社
代表取締役
中川 真行

令和２年
５月２５日

令和２年
６月１２日

平田ショッピングセンタ
ー敷地Ｂ

松山市平田町１９０番
地 外 大規模小売店舗を設置する者

オリックス株式会社
東京都港区浜松町二
丁目４番１号
取締役兼代表執行役
井上 亮

オリックス株式会社
東京都港区浜松町二
丁目４番１号
取締役兼代表執行役
井上 亮
オリックス不動産株
式会社
東京都港区浜松町二
丁目３番１号
代表取締役
深谷 敏成

令和３年
２月１３日

大規模小売店舗において小売
業を行う者

マックスバリュ西日
本株式会社
ほか１者

マックスバリュ西日
本株式会社
ほか３者

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第７３３号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産

業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

令和２年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

平田ショッピングセンタ
ー敷地Ａ

松山市平田町１６２番
地１ 外 駐車場の位置及び収容台数 ３０４台 １００台 令和３年

２月１３日
令和２年
６月１２日

駐輪場の位置及び収容台数 １００台 ８０台

駐車場の自動車の出入口の数
及び位置 １２箇所 ３箇所

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報令和２年６月２６日 第１１７号

４８８



�������
�愛媛県告示第７３５号
保安林の指定施業要件を変更する件（令和２年３月農林水産省告

示第６８０号）に係る通知の相手方又はその所在が不分明であるので、

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１８９条の規定により、その通知の

内容を�万高原町役場の掲示場に掲示するとともに、次のとおりそ
の要旨を告示する。

令和２年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所及び不分明又は所

在が不分明である通知の相手方

�愛媛県告示第７３４号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産

業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

令和２年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

平田ショッピングセンタ
ー敷地Ｂ

松山市平田町１９０番
地 外

大規模小売店舗内の店舗面積
の合計

２，０６５．８６平方メート
ル

３，７６５．８６平方メート
ル

令和３年
２月１３日

令和２年
６月１２日

駐車場の位置及び収容台数 ８８台 １８７台

駐輪場の位置及び収容台数 ７９台 ９０台

荷さばき施設の位置及び面積 ８４．０平方メートル １２２．５平方メートル

廃棄物等の保管施設の位置及
び容量 ２２．７立方メートル ３８．７立方メートル

駐車場の自動車の出入口の数
及び位置 １２箇所 ９箇所

大規模小売店舗において小売
業を行う者の開店時刻及び閉
店時刻

マックスバリュ西日
本株式会社
午前７時から午前０
時まで

マックスバリュ西日
本株式会社
午前７時から午前０
時まで
コネクシオ株式会社
午前１０時から午後７
時まで
株式会社セリア
午前１０時から午後８
時まで
株式会社コシダテッ
ク
午前１０時から午後８
時まで

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

保安林の所在場所 不分明又は所在が不分明であ
る通知の相手方 備 考

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡中津村大字�主７１番
戸
浅 倉 治太郎

抵当権者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡柳谷村大字中津１７３２
番地
石 割 豊

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡柳谷村大字柳井川２０
０７番地
泉 音 一

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

高知縣高岡郡別府村別枝９２番
地
上 岡 春 吉

抵当権者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡柳谷村大字柳井川４９
番戸
大 上 政五郎

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

枚方市野村元町３９番４号

大 野 博 士
森林所有者

愛 媛 県 報令和２年６月２６日 第１１７号

４８９



２ 保安林として指定された目的

土砂の崩壊の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び�万高原町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第７３６号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は

起業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

令和２年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

令和２年６月２６日から７月９日まで

�������
�愛媛県告示第７３７号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

新居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

令和２年６月２６日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友化学株式会社

東京都中央区新川二丁目２７番１号

代表取締役社長 岩田 圭一

２ 事業場の名称及び所在地

住友化学株式会社愛媛工場新居浜地区

新居浜市惣開町５番１号

３ 特定施設に関する事項

Ｒ－７０３

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡柳谷村大字柳井川６３
番戸
越 知 勝之進

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡中津村大字�主２８３０
番地
亀 井 要

抵当権者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡中津村大字�主９９番
戸
亀 井 数 次

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

三重県鈴鹿市道伯町１７３３番地
１
小 森 雅 睦

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡�万高原町中津１４３７

佐 賀 静 子
森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡柳谷村大字柳井川１７
６８番地
鈴 木 輝 重

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡�万高原町柳井川１８
３６
鈴 木 高 一

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

神奈川県藤沢市鵠沼桜が岡一
丁目８－１４
� 岸 泰

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

大阪府交野市大字星田４７７５番
地
高 橋 松 良

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡柳谷村大字柳井川６０
５３番地
田 城 長太郎

抵当権者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡柳谷村大字柳井川２０
０８番地
鶴 井 浅次郎

抵当権者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡柳谷村大字柳井川３７
番戸
鶴 井 菊太郎

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡柳谷村大字柳井川１７
７７番地
西 森 始

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡中津村大字�主３３番
地
西 森 喜 市

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡柳谷村大字柳井川２７
６５番地
藤 坂 利 雄

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡柳谷村大字柳井川８７
番戸
正 岡 秀三郎

抵当権者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡中津村大字�主２５０８
番地
政 木 茂十郎

抵当権者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡中津村大字�主１６８４
番地
枡 田 � 藏

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

松山市和泉３３１番地

松 岡 重 榮
森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡中津村大字黒藤川４０
番地１
無限責任�主第二負債整理組
合

抵当権者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡中津村大字黒藤川４０
番地１
無限責任�主第弐負債整理組
合

抵当権者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡柳谷村大字中津４０００
番地
山 内 �

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡柳谷村大字中津４０００
番地
山 内 �

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡柳谷村大字柳井川５０
１番地６
山 岡 和 信

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡柳谷村大字柳井川１１
２４番地
山 下 重千代

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡柳谷村大字柳井川１２
５０番地１
山 中 精 一

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡柳谷村大字柳井川２０
０番地
山 本 美代子

森林所有者

上浮穴郡�万高原町（次
の図に示す部分に限る。）

上浮穴郡中津村大字黒藤川４０
番地１
有限責任中津村信用購買組合

抵当権者

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第４６号 イ 水洗施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり６．５立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手１か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 間 欠

愛 媛 県 報令和２年６月２６日 第１１７号

４９０



４ 汚水等の処理施設に関する事項

� ＮＢＴ新居浜総合排水処理施設

� ＯＢＴ酸素ばっ気式活性汚泥処理施設

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� 西総合排水口

特定施設の１日当たりの使用
時間

８時間
（ＬＣ７－０７ Ａ ｐａｒｔ製造時）
１２時間
（ＬＣ７－０７ Ｂ ｐａｒｔ製造時）

特定施設の使用の季節的変動
の概要

あ り
（ＬＣ７－０７ Ａ ｐａｒｔ、Ｂ ｐａ
ｒｔ製造時のみ排出）

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６～８

最大 ６～８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４２，１１１

最大 ８２，５００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １未満

最大 １未満

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １７０．４

最大 ３３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６３．５

最大 １２０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４．３

最大 ９．８

設 置 年 月 日 昭和４７年５月１２日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理、生物処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 散気式活性汚泥処理方式

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１２７メートル 横８５メートル
高さ６．７メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２４，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和、凝集沈殿、散気式活性汚泥方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ２．０～４．０

最大 ２．０～４．０

通常 ７．０～８．０

最大 ６．６～８．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５２１．１

最大 １，２４２．１

通常 １０７．５

最大 １８４．２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４９３．１

最大 ８６２．１

通常 ２４．２

最大 ６９．６

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５４８．２

最大 ７１７．６

通常 ２２２．０

最大 ２４０．９

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２５．９

最大 ６８．９

通常 ３．８

最大 １１．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７，７４３

最大 ２１，４３９

通常 １７，７４３

最大 ２１，４３９

設 置 年 月 日 平成２１年１月３１日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理、生物処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 酸素ばっ気式活性汚泥処理方式

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１６０メートル 横７１メートル
高さ６．３メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１０，８００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和、凝集沈殿及び酸素ばっ気式活性汚
泥方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ８～１２

最大 ８～１２

通常 ７～８

最大 ６．６～８．７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６７６．６

最大 １，１６２．６

通常 １３５．０

最大 ２８７．７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２６１．０

最大 ８８１．５

通常 １９．１

最大 ７１．４

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８４４．４

最大 １，５００．２

通常 １６９．１

最大 ２１２．３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０．３

最大 ３１．９

通常 ２．３

最大 ５．４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８，１０９

最大 ９，６９５

通常 ８，１０９

最大 ９，６９５

愛 媛 県 報令和２年６月２６日 第１１７号
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� 東総合排水口

�������
�愛媛県告示第７３８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

新居浜市新須賀土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

令和２年６月２６日

愛媛県東予地方局長 齊 藤 直 樹

就 任

退 任

�愛媛県告示第７３９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和２年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７４０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和２年６月２６日

愛媛県中予地方局長 東 公 弘

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．６～８．７

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １５．７

最大 ３５．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２８．７

最大 ６９．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２７．６

最大 １００．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．６０

最大 ３．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２５５，２００

最大 ３３９，３００

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．６～８．７

最大 ５．５～８．８

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ９．３３

最大 ２０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２１．０

最大 ６０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ６．０

最大 １０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 伊 東 明 満 新居浜市新須賀町一丁目６番４０号

〃 岡 田 宗 樹 新居浜市新須賀町二丁目４番１８号

〃 岡 田 好 弘 新居浜市田所町６番２８号

〃 川 端 武 訓 新居浜市新須賀町二丁目６番４４号

〃 田 村 順 治 新居浜市田所町２番３４号

〃 岡 田 朗 新居浜市新須賀町一丁目１１番２１号

監 事 村 尾 浩 一 新居浜市新須賀町二丁目８番１６号

〃 尾 崎 弘 新居浜市繁本町１番３号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 田 村 浩 志 新居浜市田所町３番２４号

〃 伊 東 明 満 新居浜市新須賀町一丁目６番４０号

〃 川 端 武 訓 新居浜市新須賀町二丁目６番４４号

〃 近 藤 洋 一 新居浜市新須賀町一丁目１２番５号

〃 岡 田 悦 明 新居浜市新須賀町一丁目７番２９号

監 事 岡 田 宗 樹 新居浜市新須賀町二丁目４番１８号

〃 神 山 正 彦 新居浜市田所町３番３７号

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７，１７４

最大 ３３，０００

備考 この他に、雨水排水口が３４箇所ある。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 興居島循環線
松山市泊町甲１９２番３１から

同町甲１９２番３２まで
令和２年６月２６日

愛 媛 県 報令和２年６月２６日 第１１７号
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公 告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和２年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

リーチスタッカーの購入

� 購入物品名及び数量

リーチスタッカー １台

（使用に当たり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 購入物品の内容等

入札説明書等による。

� 納入期限

令和３年３月２５日（木）

� 納入場所

松山港国際物流ターミナル内（松山市大可賀三丁目）

� 入札方法

ア 入札は、原則として愛媛県電子入札システムを利用して行

うこととするが、愛媛県電子入札システムの利用者登録を行

っていない入札参加資格者が応札する場合には、紙入札を行

うことができる。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和２～４年度の製造の請負等に係る一般

競争入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の事項

に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期間中に適正かつ確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

� 修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわたり円

滑に実施できる者であること。

� 緊急時に速やかに対応できるものであること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県出納局会計課用品調達係

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９１２―２１５６

� 入札書の受領期限

令和２年８月６日（木）午前９時から同月７日（金）午前９

時５９分まで

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

令和２年８月７日（金）午前１０時

愛媛県庁 第二別館５階 入札室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類等を、入札説明書等に基

づき次の期限までに提出しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

�愛媛県告示第７４１号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和２年６月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２中局建（開）第１４号

令和２年６月１７日
伊予郡松前町大字出作字砥部田７４７番１、７４７番４

伊予郡松前町大字出作７４７番地

弓 達 肇

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２９）第１１５３６号 平成２９年
５月３１日 松岡建築 松岡 功 大洲市長浜町下須戒甲６９

６－２
令和２年
５月１３日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２７）第１７５２４号 平成２７年
７月３日 愛媛優建� 小川幸太郎 宇和島市伊吹町甲１００８ 令和２年

５月１４日 とび・土工工事業 建設業の廃止
（一部）

愛 媛 県 報令和２年６月２６日 第１１７号
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人事委員会告示

提出期限：令和２年７月３１日（金）午後５時

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約の成立

この公告の物品購入に係る契約は、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第９６条第１項第８号の規定により、愛媛県議会の議

決を得たときに、本契約として成立するものとする。

� 契約保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条から

第１５４条までの規定による。

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

ア 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額

及び電子くじ入力番号を入力のうえ、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接または郵便（書留郵便

に限る。）により提出すること。

イ 詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：

Reachstacker，１ set．

� Time limit of tender：９：５９ a．m．，７ August２０２０

	 For further information， please contact： Supplies

Procurement Section，Accounting Division，Treasury

Bureau，Ehime Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，

Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２１５６

�愛媛県人事委員会告示第２号
令和２年職種別民間給与実態調査を次のとおり実施するので、愛

媛県統計調査条例（平成２０年愛媛県条例第６８号）第３条第２項の規

定により告示する。

令和２年６月２６日

愛媛県人事委員会

委員長 安 藤 潔

１ 調査の目的

地方公務員の給与を民間の従業員の給与と比較検討するための

基礎資料の作成

２ 調査対象の範囲

県内の企業規模５０人以上かつ事業所規模５０人以上の事業所

３ 報告を求める事項

次に掲げる事項について報告を求める。ただし、新型コロナウ

イルス感染症の拡大の影響を考慮し、報告を求める事項のうち、

賞与等について先行して報告を求める。

� 事業所に関すること。

� 給与制度に関すること。

	 従業員の給与に関すること。

� 採用に関すること。

� その他勤務条件に関すること。

４ 報告を求める事項の基準となる期日

令和２年４月分の最終給与締切日

５ 報告を求める者

２に該当する事業所のうち無作為に抽出されたもの

６ 報告を求めるために用いる方法

郵送調査等

７ 報告を求める期間

令和２年６月２９日（月）から同年７月３１日（金）まで

令和２年６月２６日 発行

愛 媛 県 報令和２年６月２６日 第１１７号
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